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要約 

学校を卒業した時点での初職がその後の雇用形態に大きな影響を及ぼすことが、「世代

効果」として多くの研究で示されている( Kondo 2007 ; Hamaaki et al. 2011, 等)。つまり、

学校を卒業した時点の労働需給状況が労働者に長期的な影響を及ぼすのである。しかし、

この影響は学歴・性別で大いに異なることが推測され、また、初職がその後の無業に影響

するか否かといった無業リスクも政策的に重要な研究課題である。 

しかし、従来までの研究では、学歴別など詳細なグループ別での初職効果の影響は検討

されていなかった。また、いかに初職がその後の無業に影響するということは十分に分析

されてなかった。 

そこで本稿では、（1）Bivariate Probit モデルにより、現在の就業形態と入職時点の就

業形態の因果関係の分析（2）多項ロジット分析による初職が現在の非正規雇用・無業に

及ぼす影響の分析 という2 つの実証分析を行った。結果としては、中卒層や女性におい

て初職効果の影響がとりわけ強く、非正規雇用から正規雇用への移行が十分行われていな

いことを示した。こうしたことから、従来の画一的な政策ではなく、多様なニーズに応え

た政策が必要である。 

そのような政策として、本稿では、全員参加型雇用を目指し、段階別積極的労働市場政

策を提言する。 

本稿の構成は以下の通りである。 

 

第一章では、就職氷河期に学校を卒業した世代が、現在も不安定な雇用状態に置かれて

いることを示す。また、その中でも正規雇用と非正規雇用の賃金格差において男女差があ

り、さらに、非正規雇用から正規への移行においても学歴・男女差があることを指摘する。 

第二章では、学卒時の労働需給状況が持続的に影響する制度的・理論的背景を考察する。

制度的背景としては、正規雇用の強い解雇規制と学校による就職斡旋メカニズムの 2 点が

その要因であることを論じる。次に、理論については、Genda et al . (2010) のモデルに

よって、制度的背景でみたような就職斡旋システムと解雇に伴うコストの高さが、労働市

場の世代効果を生み出すことを示す。加えて、そのモデルをシグナリング理論や人的資本

論と結びつけることで、低学歴層や女性に世代効果の影響が強くなっていることを指摘す

る。 

第三章では、従来の海外及び日本の先行研究の紹介をし、本稿の位置づけ及び上述した

貢献について述べる。 

第四章では、実証分析を行った。卒業時点の労働市場の状況が個人間の能力とは独立に

影響しており、初職で非正規雇用に就くことは現在正規雇用の確率を大きく下げているこ

とを明らかにする。また女性、とりわけ未就学児童をもつ女性、そして低学歴層において

非正規から正規への移行が進んでいないことを指摘する。さらに、卒業後の初職効果及び

無業リスクにおいても、特に低学歴層・女性に大きな影響を与えていることを明らかにす

る。 

第五章では、これまでの議論と現行政策の問題点を踏まえ、段階別積極的労働市場政策

を提言する。また、その際、移行を促進するために、解雇規制の見直し・教育と労働市場

の連携・中間職の創出といったことも合わせて提案する。 
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はじめに 

学卒時の労働需給がその世代の雇用形態に長期的な影響を及ぼすことは、労働市場の

「世代効果」として知られてきたが、先行研究の分析対象は大まかな学歴分類に限定され

ており、また男女別を比較した研究も多くない。さらに、雇用形態も正規雇用とその他に

分類されているものが多く、無業や非正規雇用といった雇用形態の世代効果を把握できて

いない。 

日本での積極的労働市場政策が画一的だという批判(OECD 2010)を踏まえると、それぞ

れのニーズに応じた政策が必要となる。研究が蓄積されつつある世代効果の研究を問い直

す意義があるとすれば、より困難な層に焦点をあて、政策的インプリケーションを得るこ

とである。 

そこで本稿は、Japan General Social Surveys (JGSS) を用い、特に低学歴層・女性に焦

点をあてた分析をおこなう。 

結論は、女性・さらに低学歴層になるほど初職が現在の雇用形態に与える影響が多きく、

また無業リスクもであった。 

女性・低学歴層において学卒時の労働需給状況が雇用形態に持続的に及ぼす影響は、制

度的考察から、以下の 2 点に整理される。正規雇用の強い解雇規制と学校による就職斡旋

メカニズムがその要因である。また、理論モデルによっても、制度的背景でみたような就

職斡旋システムと解雇に伴うコストの高さが、労働市場の世代効果を生み出すことを示す

ことができる。さらに、そのモデルをシグナリング理論や人的資本論と結びつけることで、

低学歴層や女性に世代効果の影響が強くなっていることを指摘する 

最後にこれまでの議論と現行政策の問題点を踏まえて、段階別積極的労働市場政策を提

言する。また、その際、移行を促進するために、雇用保護制度の見直し・教育と労働市場

の連携・中間職の創出といったことも提案する。 

 

 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２０１１発表論文 17h ð 18th  Dec. 2011 

6 

 

第一章 現状と問題意識 

第一節 労働市場の世代効果 
2000年代半ば以降、景気回復により有効求人倍率は上昇し、若年者の雇用状況に改善傾向が

見られた ( 図1) 。しかし、2008年以降、労働需要は縮小し、有効求人倍率は就職氷河期に近

い水準となった。就職氷河期とは、1990年代後半から2000年代前半にかけて、有効求人倍率が

大きく低下するなど、若年者の就業環境が特に厳しくなった時期のことである。就職氷河期と

いった雇用情勢が厳しい時期では、若年層に対するしわ寄せが厳しくなる。 

 このような状況でも、既存雇用者の雇用維持のために、若年の雇用機会が失われ、日本では

若年層に対する雇用対策が十分に行われてこなかった( 太田 2010)。 

 

図1：有効求人倍率の推移( 単位: 倍)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」より筆者作成 

 

若年層に対する十分な雇用対策が行われなかった結果、2000 年代前半において、日本の若年

失業率は、バブル崩壊後の厳しい雇用情勢の下で上昇し、10％台まで高まった( 図 2) 。若年層
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だけでなく、高齢者層の失業率もこの時期に上昇している。しかし、若年層と比較するとその

上昇率は小さい。この就職氷河期を境に若年層と高齢者層の失業率の差は、就職氷河期前と比

べ 2 倍に広がっていることがわかる。 

 

図 2：高齢者失業率と若年失業率の比較（単位: ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「労働力調査」より筆者作成 

 

図 3：若年層・高齢者層の非正規雇用率の推移（単位: ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省「労働力調査」より筆者作成 
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また、非正規雇用率の推移からも若年層の雇用対策の必要性が分かる。全年齢において

全雇用者における非正規雇用率は 1990 年以降上昇しているが、特にその上昇が急であっ

たのは、若年層である( 図 3) 。この傾向は男性よりも女性に顕著にみられる。若年女性で

は 1990 年には、約 16%であった非正規雇用率が 2010 年には約 50%まで上昇している。

若年男性は女性と比較すると、上昇率は小さいが、それでも 1990 年には、約 18%であっ

た非正規雇用率が、2010 年にはその倍以上である約 43%まで上昇している2。 

このような若年層における非正規雇用の増加や失業率上昇の原因として、労働市場にお

ける「世代効果」が若年層の雇用の不安定化に大きく寄与しているのではないかと指摘さ

れている( 太田他 2007) 。世代効果とは、学卒時の労働需給状況がある世代の雇用形態の

決定に対してもたらす固有の効果を指している。 

世代効果の影響を受け、就職氷河期に学校を卒業し、早期に就業や能力開発の機会を逸

した人々は、困難な状況におかれている。それは、長期雇用の機会を得られず転職を繰り

返すことにより、経済的自立が困難となり、将来的に深刻な経済状態に陥る事態が懸念さ

れるからである（玄田 1997)。その場合、訓練効率が高い若年での能力開発など、就業困

難者への早急な支援措置が求められる。加えて政策立案の前提として、特に困難な就業状

況に直面する人々に関する正確な情報も不可欠となる( 太田他 2007) ｡ 

第二節 二重労働市場 
前節で述べた世代効果により、学卒時の雇用形態が現在の雇用形態にも影響を与えて

いる(Kondo 2007 ; Hamaaki et al. 2011, 等)。しかし、学卒時の労働需給状況が悪く非正規

労働者になった場合でも、生活給が確保できるのであれば、さほど問題がないといえる。 

 しかし、日本の労働市場は正規雇用・非正規雇用で待遇格差が大きい二重労働市場であ

り(石川・出島 1994)、非正規雇用であることには以下のような問題がある。 

第一に、非正規雇用は、正規労働者と比べて賃金が低い3。平成 22 年賃金構造基本統計

調査結果において、雇用形態別の月額賃金をみると、正規雇用者は 31.1 万円、非正規雇用

者では 19.8 万円となっている。賃金格差は、男女間でも存在する。男女別でみると、男性

では、正規雇用者 33.8 万円、非正規雇用者 22.8 万円、女性では、正規雇用者 24.4 万円、

非正規雇用者 17 万円となっている。 

また、正規雇用者と比較し非正規雇用者では、賃金カーブの上昇がほとんど見られない。

年齢階級別平均賃金をみても、正規雇用者が年齢に比例し平均賃金が上昇していくのに対

し、非正規雇用者は男女いずれも賃金の上昇がほとんどない( 図 4) 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
2 鶴(2011)は、非正規雇用の増加の要因として、企業によるコスト削減と不確実性への対応を指摘している。 
3 さらに、仕事内容が正規雇用と大差がない場合でも、賃金において格差が存在する。JILPT ( 2006) 「多様化する就業

形態の下での人事戦略と労働者の意識に関する調査」によると、「正規雇用とほとんど同じ仕事に従事している

『非正規雇用』」がいる事業所が 60.3％しかない。この事業所の中でも、非正規雇用の時間当たり賃金水準は、正

規雇雇用の基本給の「70～80%未満」とする事業所の割合が最も高く(23.8%）、100％を支払っているのは 6.9％し

か存在しない。 
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図 4：男女別・雇用形態別平均賃金（単位:万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典；平成 22 年「賃金構造基本統計調査」より筆者作成 

 

こうした賃金格差が年齢を重ねるごとに大きくなるため、現在の若年層では、より一層

の所得格差の拡大が懸念される（柳田・三好 2006 : 古郡 1997, 等）。 

 第二に、非正規雇用から正規雇用への移行が十分に行われてない。しかしながら、非正

規雇用から正規雇用への移行が可能であり、かつ頻繁に起こるのであれば若年労働者に

とって非正規雇用は一時的な経験であり、労働市場における低賃金や所得格差は大した問

題であるとは言い難い。しかし JILPT ( 2006) による性別や学歴別でのキャリア類型調査か

ら分かるように、日本では非正規雇用から正規雇用への移行は行われにくい( 表 1) 。男性

では非正規一貫は正規雇用定着に並ぶほど多く、女性では、非正規一貫は正規雇用定着よ

り多い。非正規から正規は男性では 13.9%、女性では 8.3%と、男女ともに低いが、とく

に女性で顕著である。また、学歴別に注目すると、非正規一貫が増えているのは、高等教

育中退と高卒の男女、中卒･高校中退の男性など、低学歴層が中心である。このように、

日本では、非正規雇用から正規雇用への移行は、学歴・性別に応じて多様で、特に女性・

低学歴層で起こりにくい。 
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表 1：性別・学歴別キャリア類型の分布（単位: ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：JILPT(2006)  大都市の若者の就業行動と移行過程 

 

また四方（2011）は、ヨーロッパ諸国と比較しても、日本では非正規雇用から正規雇

用への移行が行われにくいことを指摘している (図 5) 。日本以外のすべての国で 3 年以

内に移行を果たす割合は高い。しかし、日本では、臨時雇用が 3 年後に正規雇用になる

割合が約 25％に止まっている。そして、非正規雇用から 3 年後に正規雇用となっている割

合は 11％となっており、国際的にみても非常に低い水準でしか非正規雇用から正規雇用への

移行が生じていないといえる。 

 

図 5：臨時雇用労働者の 3 年後における雇用状態の国際比較(25 歳から 64 歳までの男

女)(単位:%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：四方（2011）から筆者作成 
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さらに四方( 2011) は、年齢や雇用形態に限らず、非正規雇用から正規雇用への移行割合

に大きな男女差があり、特に同一企業内での正規雇用への移行において男女差があること

を指摘している。男性において不本意で非正規雇用となっている場合では、同一企業内の

正規雇用へ移りやすいが、女性ではそのような影響は観察されず、非正規雇用の多数を占

める女性は不利な状況にあることも指摘している。また、相澤・山田( 2008) は、非常用雇

用から常用雇用への移行に与える要因を分析し、学歴が高いほど非常用から常用への移行

は生じやすく、加えて移行の学歴間格差が 20 年間で強まったことを指摘している。 

以上のように、非正規雇用者は低賃金でかつ、正規雇用への移行が困難である。このた

め、世代効果により、学卒時の雇用形態が現在の雇用形態にも影響を与えることで、学卒

時典での初職が非正規雇用か正規雇用で格差の拡大に繋がっている。また、同じ非正規雇

用者の中でも、低学歴層・女性は正規雇用への移行が困難であることから、二重に格差が

存在すると言える。 
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第二章 学卒時の労働需給状況の

長期的背景 

第一節 制度的背景 
次に、制度面から学卒時の影響が持続する背景を探る。学卒時の労働需給状況が労働者に長

期的な影響を与える制度的な背景は2つある。正規雇用者の強い解雇規制と学校による就職斡

旋である。 

第一に、日本では、正規雇用者の解雇規制が強い。企業の経済的な理由によって正規雇用者

を解雇することは法律により、ほとんど禁止されている( 福井・大竹 2006) 。1970 年代までの

終身雇用の普及は中途採用市場の発達を後進させ、企業は労働者の雇用の確保に責任を持つべ

きであるという認識を作り出した( 福井・大竹 2006) 。この社会的な規範を反映し、解雇権濫用

法理4が 1970 年代の半ばに制定された( 濱口 2009) 。この法律は雇用主に、正規雇用者の解雇を

防ぐために新卒採用の延期や非正規雇用者の雇い止めなど最大限の努力をすることを求めてい

る。ゆえに非正規雇用者の契約を終わらせることは相対的に簡単で、非正規雇用者は正規雇用

者のバッファーとして位置づけられている。結果として、解雇規制が強い正規雇用者とバッフ

ァーとして位置づけられる非正規雇用者の待遇差が大きくなってしまい、非正規雇用から正規

雇用への転換が困難となる。 

実際に、OECD ( 2004) は、ヨーロッパ諸国において正規雇用に対する解雇規制（EPL 指

標：Employment Protection Legislation Indicator ）が強い国ほど、非正規雇用の割合が高い

だけではなく、非正規雇用から正規雇用へ移行する割合も低くなることを明らかにしている。

加えてこの EPL 指標によると、日本は、正規雇用に対する規制が OECD 平均より強く、その

一方で、非正規雇用に対する規制が OECD 平均より弱くなっている。日本は正規雇用に対する

解雇規制が比較的強く、非正規雇用に対する規制が弱いため、非正規から正規への移行が生じ

にくくなっている( 四方 2011) 。 

このように正規雇用への解雇規制が労働市場の流動性を阻害する。ゆえに、正規雇用者への

強い解雇規制の存在が、学卒時の労働需給状況が労働者に長期的な影響を与えている要因だと

いえる。 
第二に、学校による企業への就職斡旋である。日本の特徴として、公共職業安定機関と学校

が連携して、在学中の学生に対して就職斡旋を行ってきた(Ryan 2001)。学生は卒業以前に求

職活動を行い、在学中に就職先が内定し、卒業後に間断なくただちに職業の世界に入っていく

という特色がある(Ryan 2001 ; OECD 20 10, 等)。 

                                                      
4 濱口(2009)によると、企業が経営不信に陥って解雇を実施しようとする場合には、いわゆる「整理解雇の四要件」が

重視されている。それらは、①辞任削減の必要性、②解雇回避努力、③人選の合理性、④手続きの妥当性、の 4 つ

からなる。 
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学校による就職指導は 1950 年代前半から行われてきた5。企業は新規高卒者を採用する場

合、求職者個人に直接接触するのではなく、職業安定所を介して、採用数・勤務地・労働条件

などを明記した求人票を高校に送付する。すると、高校側は、送られてきた求人枠に見合うよ

う、就職希望者の潜在的能力などを熟知した高校の担当職員の丁寧な進路指導を通して生徒を

選抜し、「一人一社」の原則に基づいて企業に推薦する。学校推薦を受けて、企業は、就職協

定で定められた解禁日に一斉に就職試験を行うが、過去に多くの採用実績がある高校の推薦者

を不合格とすることはほとんどない(苅谷 1991)。このような毎年の連続的な採用実績に伴う学

校と企業の長期的な信頼関係が、学校から職業への円滑な移行を促してきた(Mitani 1999 )。そ

れは、国際的にも評価されてきた(Ryan 2001)｡ 

特に女子は男子に比較して学校・職安という中間的組織を介した就職パターンが顕著に浸透

していた(石田・村尾 2000）6。こうした傾向は現在でも残存しており(菅山 2011)、女子は就

職斡旋システムへの依存度が高いといえる。 

企業と教育機関の連携は両者にメリットをもたらす。学校は企業との長期的な信頼関係によ

り、企業ごとの正確な情報を得やすく、雇用者と求職者のマッチングの制度は上がっていき、

安定した就職実績を出すことができる。また、企業にとっても、学校が能力表っコストを肩代

わりしてくれるため、学生の能力の評価コストが低くなる( 苅谷他 2000 ; Genda et al.  2010, 

等)  。 

企業は、学校が一定以上の能力の学生を供給してくれることに加え、学生の評価コストを安

く抑えられるので、新卒に偏った採用を行う(Genda et al.  2010) 。たとえ、新卒者と既卒者の

間で見かけ上の能力が同一であったとしても、潜在的に生産性の低い求職者を採用してしまう

リスクを考慮し、情報の信頼性の高い新卒を企業は優先する(太田他 2007)。また、前述の正規

雇用への強い解雇規制がこの傾向を助長する。 

こうした状況で最も深刻な立場に置かれる可能性があるのは新卒時の学校・企業間連携と企

業内部での綿密な評価システムのいずれからもこぼれ落ちた低学歴層である。大卒7の場合、不

況による求人の減尐や同世代の卒業人口の増加による就職競争の激化に直面すると、従来なら

ば望まなかった企業にまで就職先を広げていくことも可能である。そうなると、中学・高校卒

の就職希望者の一部はあおりを受け、正規就業の機会から押し出される。大卒は志望レベルを

落とすことで辛うじて内部労働市場にとどまることが出来る反面、中学・高校卒は、非正規雇

用や無業に追いやられるなど、不安定な就業を余儀なくされる｡ 

いったん学校および企業からはじき出されてしまった若年層にとって、本人の潜在能力が的

確に評価される機会が乏しくなり、その後に正社員として採用される機会は著しく制限される

( 太田他 2007) 。学校での就職指導や内部労働市場での綿密な評価に比べて、外部労働市場に

おける評価機能は脆弱である。転職の際、大卒には、職歴以外に出身大学や学部等の付加的な

情報があるのに対し、中卒・高卒にはその潜在的能力を表す基準そのものが乏しい。そのた

め、初職が非正規雇用であることは、労働者の能力の負のシグナルとして働く(Kondo 2007)。 

このように学卒時の労働需給状況のため、初職が非正規雇用であることを余儀なくされる労

働者、特に低学歴層は、学校と企業の連携による就職斡旋メカニズムから漏れ、自己の能力を

                                                      
5 1949 年の職業安定法改正により、学校が職業安定所の業務の一部を分担したり、自ら無料で職業紹介を行ったりす

ることが容認された。さらに、1953 年の文部省省令では、中学校・高校による職業指導主事を設置することが正式

に決定され、職業指導・就職斡旋が学校の教育体系の中に明確に位置付けられた(苅谷他 2000)。職業安定所の影響

力は、1960 年代後半以降大衆労働力の中心が中卒から高卒へとシフトするなかで急速に衰え、職業紹介の主役は職

安から学校へと移った(菅山 2011)。こうした経緯もあり、中卒の就職斡旋は高卒に比べて十分ではなく、斡旋を受

けられない状況に陥った場合の影響がより一層懸念される。 
6 その理由は、女子の就職が県外移動を伴う紡績業などの特定産業に集中する傾向があったため仲介が必要であったか

らである。 
7 日本の大学生は大学からの斡旋を受けずに企業と直接コンタクトを取ることができる。公的機関の代わりに、多くの

民営の職業斡旋機関が大卒者に職業情報を提供している。高卒の労働者の市場と比較すれば、大卒者の労働市場は

雇用方法についての規制が尐ない。また、新卒の大卒者の採用市場は、多くの正規雇用の募集が大学４年生を対象

にしていることから、他の採用市場とは分けられているといえる（原 2005）。 
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正当に評価される機会が尐なく、正規雇用への移行のチャンスもほとんどない( 太田他 

2007) 。また、低学歴層の中でも、学校による就職斡旋メカニズムへの依存度の高い女性が特

に危険性をはらむ。 

 

 

第二節 理論的背景 
第二節では、理論的側面から学卒時の影響が持続する背景を探る。前節で説明した。制

度的背景がもたらす世代効果の持続性は, 情報の不完全性や不確実性に関する経済理論に

よる解釈とも合致している｡また、特に低学歴層や女性において影響が持続することも示

すことができる。 

Genda et al. (2010 ) は、解雇に伴う調整コストの高さと学校を通じた就職斡旋システム

が、労働市場の世代効果を生み出すことを、日米比較のモデルで示した。以下、主にその

モデルに基づいて理論的説明を行う。なお、適宜、シグナリング理論、人的資本論、ジョ

ブサーチ理論、暗黙の契約理論など、代表的な経済理論も交えて考察する。 

学校からの就職斡旋と高い解雇費用は、日本の企業にとって新規採用を優先し、景気回

復期における低学歴者間での就業機会再配分に歪みを生じさせる可能性を持っている。学

校による仲介がなかった場合、企業はみずから費用を投下して求職者の質を選別しなけれ

ばならず、質の低い労働者を採用するリスクを負う。さらに解雇が著しく制限されている

ことは、質の低い労働者を採用することで、長期にわたり高いコストを負わなければなら

ないことを意味する。 

就職を希望する生徒について、学校は企業よりも正確な情報を有するため、学校は企業

が負うリスクを軽減させることが可能である。企業は、求人を非正規雇用者や失業者のな

かから埋めるより、学校による就職斡旋に基づき新卒から採用することを優先するだろう。

そのため不況期に労働市場に参入した非正規雇用者は、期待生産性が好況期に参入した非

正規雇用者よりも高かったとしても、正規雇用者の就職市場にたどり着くことは困難とな

る89。 

この点をみるために、それぞれの労働者が、好景気(G)と不景気(B)という 2 時点におい

て労働していると仮定する。また、それぞれの世代は、生産性が異なる労働者によって構

成されているとする。世代のサイズは N と固定し、生産力は 0～N の間で一様に分布して

いる(U[0 , N] ) 。正規雇用の求人数は不況期では Ὁ、好況期では Ὁで、Ὁ  <Ὁ  Ò N の関

係が成立している。学卒時で職を得られなかった学生は第１期に失業し、次期の正規雇用

職に応募をするものとする。 

企業は生産性の分布を知っており、新卒者と既卒の失業者の区別をすることができる。

しかし、企業は個々の労働者の生産性を、採用以前の段階で区別することはできない。一

方で就職を仲介する学校は、個々の新卒者の生産性を観察できる。ここで、議論を単純化

                                                      
8 Burdett  and Mortensen (1978) 等に代表されるジョブサーチ理論による解釈も考えられる｡そこでは、労働者は解

雇されない限り現在の仕事よりも賃金が上がる場合に転職する状況を想定する。初職の賃金が高ければその仕事に

とどまるが、初職の仕事の賃金が低くなれば、より賃金の高い仕事へと移動していく。ただし、その移動プロセス

には時間を要するため、卒業時の労働需給状況の影響は一定期間継続することになる。この移動プロセスは後に説

明するように、シグナリング理論や人的資本に補完され、低学歴層や女性ではより困難なものとなる。 
9 また Azariadis  (1975)による将来需要の不確実性を前提とした暗黙の契約理論による説明も可能である。そこでは景

気変動リスクに対して中立的な企業が、リスクの回避をより好ましいと考える労働者に保険として定額の賃金を提

示するインセンティブが生じると考える。合理的な企業にとって、長期の保険契約を労働者と交わすのに最も望ま

しい時期とは、卒業時点である。卒業時点での不況は、新卒市場の超過供給を引き起こし、労働者の参入に必要と

なる保険料を増額させる。その結果、高額の保険料を支払うのを断念した不況期の新卒はその後、長期にわたり、

安定的な雇用機会を失い続けることになる｡ 後の移動プロセスはジョブサーチ理論と同様に、シグナリング理論や

人的資本に補完され、低学歴層や女性ではより困難なものとなる。 
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するため、全員に固定した賃金を払う１つの企業しか存在しないと想定する。 

 学校による斡旋がない場合、企業は新卒者もしくは既卒の失業者の中からランダムに求

職者を選ぶ。企業は、採用後に初めてその労働者の生産性を知ることができる。もし解雇

コストが高くなければ、生産性が低いと判断された労働者は解雇され、求職者のプールに

戻る。 

 企業は新たな求職者を選び、企業が求める一定の生産性以上の労働者で求人が埋まるま

でこのプロセスを繰り返す。その結果、最終的には、生産性が低い求職者のみが失業者と

して残る。これが、労働市場の流動性が高いアメリカになぞらえ米国型労働市場と呼ぶ。 

 一方、解雇にコストが掛かるならば、企業は労働者をランダムに選ぶことに慎重になら

ざるを得ない。同時に、学校による就職斡旋がある場合は、企業は学生の生産性に応じて、

正規雇用の職を割り当て、求人が足りない場合には、生産性の低い者が失業状態になる。 

問題は、不況から好況へと景気の回復期における就職機会の配分である。好景気の職業

形態の移転に注目するため、好景気が不景気の後にくることを想定する。生産性の高い順

に、Ὁ人の学生は、不況期の t -1 時点にも正規雇用者として就業しており、残りの N-Ὁ人 

の学生は、失業状態になっている。景気が回復した t  時点には、求人数はὉまで拡大する。

この期に卒業する、生産性の高いὉ人の学生は、前期に失業状態の労働者よりも生産性が

高いため、米国型労働市場でも学校が斡旋を行うシステムでも、優先的に正規雇用者とし

て採用される。残りの学生の生産性分布は、前年に卒業し失業した人々の分布と同一の

U[0, N-Ὁ ]である。 

雇用調整が容易な米国型労働市場の場合、新卒者と既卒者との違いとは無関係に、生産

性が N-Ὁより高い労働者を、Ὁ -Ὁ人確保するまで、採用と一部解雇を繰り返していく。

対照的に、学校による就職斡旋がある場合、尐なくとも、N-Ὁまでは生産性が保証された

生徒を正規雇用の職に就けることが可能である。前期における失業者の平均生産性は 

ὔ ὉͅὄȾςである。すると、以下の条件が満たされる場合、企業は失業プールから一切

採用せず、新卒者からの採用を優先することになる。 

 

   ὔ Ὁ ὔ Ὁ ςϳ・・・(1) 

 

式(1)は、次のように書き換えられる。 

 

  %'-%" Ò  ρȾς  .-%"・・・(2) 

 

(2)式は、景気回復による求人数の増加が不況期に流入した失業者数の半分を上回らない

限り、企業は失業者の中から採用を行わないことを意味する。このモデルは、学校による

就職の斡旋と解雇規制が、いかに初職で失敗した日本の若年労働者がその後雇用状態を回

復させるのが困難であるかを示している。 

Genda et al. (2010 ) のモデルでは、米国と対比させて、解雇規制や就職斡旋システムが、

初職で失敗した日本の若年労働者がその後、いかに雇用状態を回復させるのが困難である

かを示した。シグナリング理論や人的資本論を用いると、その影響をさらに考察し、どの

若年層で特に困難であるかという背景を探ることができる。 

シグナリングモデルによっても、初職の就業形態が現在の就業形態に影響を与えること

を示すことができる(Spence 1974)。新卒で正規雇用の職に就くという規範から脱落し、非

正規雇用である履歴が、企業に期待生産性の負のシグナルとして評価される。つまり、卒

業時点で正規雇用とならなかった事実は、その個人の生産性の低さを語る尺度と、企業側

に認識される。優秀な学生をスクリーニングする就職斡旋システムから外れたということ

も、中卒・高卒層にとって負のシグナルとなる。また、就職斡旋システムの依存度が高い

女性ほど、負のシグナルは強いといえる(石田・村尾 2000)。加えて次に説明するように、

外部労働市場が機能していない場合、卒業時点の履歴を更新することが出来ないため、卒

業時点の状況を変更することはさらに困難となる｡ 
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また、Becker (1964) や Rosen (1972) 等の人的資本理論に基づいた説明も可能である。

不景気では、雇用主は職業訓練機会を制限する。その時点で、非正規雇用となれば、不況

と相まって訓練機会を得られなくなる。日本において外部労働市場は発達しておらず、非

正規雇用者は職業訓練を受ける機会が乏しい（JILPT 2011 ）。若年ほど訓練投資のリター

ンが高いことを考えれば、入職時の労働需給の悪化を経験した人々にとって、訓練機会喪

失に伴うコストが持続的となる可能性は生まれやすい、非正規雇用の職業訓練においても

男性の方が女性に比べてなされている。また、低学歴層の非正規雇用者は職業訓練をあま

り受けず、移行の機会もほとんどないことを示した研究もある(石井他 2011)。 
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第三章 先行研究と本稿の位置づけ 

以上、学卒時の雇用情勢が労働者の就業行動や賃金などに及ぼす影響の制度・理論的背

景について論じた。以下ではその具体的な研究例についてみていく。 

ま ず、 海外 では Beaudry and DiNardo(1991) 、 McDonald and Worswick(1999) 、

Oreopoulos at  el. (2006)、Brunner and Kuhn (2009) 、Blasco and Warzynski  (2010)、

Kahn (2010) などの研究がある。 

これらの研究では学卒時点の労働市場の需給状況と入職後の労働市場の需給状況の影響

を比較し、どちらがより労働者の年収に影響を及ぼすのかを分析している。世代効果の先

駆的な研究である Beaudry and DiNardo (1991) は、アメリカ白人男性のデータを用いて、

学卒時よりも入職後の労働市場の需給状況の方がより賃金に影響を及ぼしていることを確

認した。アメリカにおける最近の研究であるKahn (2010) でも、失業率がより高い時期に

就 

職した労働者は、各年の賃金額が平均して1－20％程度低くなるという結果を示している。

この傾向はカナダで同様の研究を行った、McDonald and Worswick (1999) やOreopoulos 

at  el. (2006)でも確認されている。また、ヨーロッパにおいても、オーストリアを対象とし

たBrunner and Kuhn (2009) やスペインを対象とした Blasco and Warzynski  (2010)によ

り、入職時の失業率が現在の賃金に負の影響を及ぼすことを見出している。 

賃金以外に勤続期間への影響にも着目した分析もあり、アメリカ若年男性を対象とした

Bowlus (1995) やKahn  (2010)では、不況時に就職した人ほど雇用者と求職者の間でミス

マッチが起こりやすく、その結果、勤続年数が短くなるという結果を報告している 

このように海外の研究を見ると、学卒時点での労働市場の需給状況は、その後労働者の

賃金や就業形態に影響を及ぼしていることがわかる。 

日本において初職が現在の職に及ぼす影響の分析では、大竹・猪木 (1997) や玄田 

(1997)などの先駆的な研究をはじめ、Genda and Kurosawa  (2001)、酒井・樋口(2005)、

Kondo(2007)、近藤 (2008)、Genda et al (2010) 、Hamaaki et al (2011) などがある。 

大竹・猪木 (1997)や玄田 (1997)は、男性労働者を分析対象にし、新卒時の労働需給の

逼迫度が、その世代の賃金や離職率に持続的な影響を及ぼすことを示した。また、Genda 

and Kurosawa  (2001)は、男女ともに学校を卒業する前年の失業率が高いほど、正規雇用

としての就職確率が低くなり、かつ、正規雇用として就職した後も離職する確率が高まる

ことを確認している。パネルデータを用いた酒井・樋口(2005)でも同様に、一度フリー

ターになった者はその状態から脱し難く、また、正規雇用経験者に比べて低い所得しか得

ていないことを指摘している。 

このような世代効果の学歴別影響は、日本と米国で違いがみられる。近藤(2008)や

Genda et al . (2010)は、いずれも日米を比較する形で分析を行っており、日本の労働者の

方が新卒時の失業率の影響は大きく、また、その効果に持続性があることを指摘している。 

しかし、学卒時から非正規雇用を一貫する者がいる一方で、安定した正規雇用を続ける

者がいる。その差を生み出す原因として、世代や労働市場の問題ではなく、統計上は観察

されない労働者の質の違いが存在する可能性がある。本人の能力もしくは嗜好の面から正

規雇用としての就業に適さない人々が非正規雇用を続けているのならば、二極化にみえる

就業状況は特段の問題を含むとはいえないだろう｡ 
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そこでKondo (2007)は操作変数として都道府県別有効求人倍率を用いて、現在の就業形

態と入職時点の就業形態との関連を、直接観測不能な労働者の資質等（内生性）を考慮し

ながら分析した｡その内生性を考慮して、入職時と現職の就業形態を推定した結果、両時

点の雇用形態には真の意味での因果関係があることが明らかになった｡ 

また、Hamaaki et al . (2011)では『消費生活に関するパネル調査』を用いることで、

Kondo (2007)で考慮されていなかった、女性の卒業後数年の就業履歴が初職効果に与える

影響を分析した。その結果、初職効果は卒業後数年の就業経路に依存することが明らかに

なった。すなわち、新卒時に正規雇用になれなかった場合でも、その後3年以内に尐なく

とも一度でも正規雇用職を見つけられれば、その後の正規雇用への就業確率は初職で正規

雇用に就いた者と有意に異ならない。逆に、新卒時に正規雇用に就いた場合、その仕事を

短期間(2－3年内)で辞めてしまえば、その後の就業経路は新卒時の就職に失敗した場合と

異ならないという結果を得ている。こうした結果から初職よりも正規雇用の職を卒業後数

年で見つけられるかが重要であると結論付けた。 

世代効果の実証研究は十分に行われてきたものの、以上の研究では性別・学歴別に細分

化した分析が行われていない。Genda and Kurosawa (2001) やKondo(2007)、酒井・樋口

(2005)は男女共に分析を行っているが、高卒と中卒を同じ変数にまとめており、真に支援

が必要な層の状況が把握できていない。             

また、先行研究では被説明変数を正規雇用とその他に分割している。しかし、その他の

なかには失業者や非労働力層といった無業者も含まれており、非正規雇用とはまた異なる

対策が必要と考えられる。 

OECD(2009)やOECD(2010)では、日本の若年労働市場政策が画一的であり、真に支援

が必要なグループの状況を把握し、ニーズに応じた政策を行うべきであると指摘している。

そのことを踏まえると、支援が必要なグループを特定するような分析が必要となる。 

よって、本稿では先行研究で考慮されていなかった、学歴・性別を細分化したBivariate 

Probit Model による推定、また無業の者を含んだ多項ロジット分析により、真に政策介入

の必要なものへの政策インプリケーションを得る。 
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第四章 実証分析 

第一節 使用するデータおよび属性データの

作成方法 
本研究では Japan General Social Surveys  (JGSS)の 1999～2003 年、2005 年、2006

年、2008 年のデータを用いる1011。JGSS は、大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科

学大臣認定日本版総合的社会調査共同研究拠点）が、東京大学社会科学研究所の協力を受

けて実施している研究プロジェクトである。若年雇用を扱った主なマイクロデータには、

Mitani (2001) や Genda and Kurosawa (2001) が利用している若年者就業実態調査があ

る。しかしこの調査は、従業員 5 人以下の企業に勤めている者や、無業者などが含まれて

いない。JGSS はこの項目を含み、労働力のサンプルセレクションバイアスを回避してい

るというメリットがある。 

JGSS はパネルデータではなくクロスセクションデータであるが、学校教育終了後最初

の職業を尋ねている。この質問項目を用いて、初職が把握できる。JGSS では、学校教育

終了後の最初の職業、及び直近の職業について、7 つのカテゴリーの別がわかる。それら

から各調査対象者を「常時雇用の一般従業者」・「経営者」の場合は「常時雇用の一般従

業者」に、｢臨時雇用・パート・アルバイト」・「派遣社員」・「自営業主・自由業

者」・「家族従業者」・「内職」は「それ以外」に分割して分析を行う12。 

この他の変数として、最終学歴・性別・子供・結婚・卒業後経過年数を用いる。 

 最終学歴は、細かな政策インプリケーションを得るために、「中卒」、「高卒」、「短

大・高専卒」、「大卒・大学院卒」に分類した。学校を中退している場合には、その一段

階前の学校を最終学歴としている。また、子供については、6 歳以下の子供がいる場合の

ダミー変数を作成した。就学前児童がいる家庭とそれ以外では、労働市場の定着度におい

て差があると考えられるためである。 

卒業後経過年数は出生年と教育年数で把握できる。式に表すと、出生年＋7＋教育年数

となる13。また、すべての回帰式には現在の労働市場のコントロール変数として、調査年

ダミーを用いる。そして、入職時のマクロ経済状況の指標として、職業業務安定統計より

都道府県別の有効求人倍率を利用する。それぞれの個人に対して、現在の居住地の卒業前

年都道府県別有効求人倍率を組み合わせ、操作変数を作成する。ここで卒業前年のデータ

                                                      
10 2004 年、2007 年は調査が実施されていない。JGSS の貸出可能な最新年度までを利用した。 

11 さらに、就職氷河期(1998~2002)に加えて、景気回復期(2003~2007)のサンプルを含んだことも本研究の貢献として

あげられる。 
12 ｢自営業主・自営業者」・「家族従業者」は通常、非正規雇用とみなされない。しかし、正規雇用から「自営業主・

自営業者」・「家族従業者」からへの移行はしばしば行われる。また現在「自営業主・自営業者」・「家族従業

者」である半分以上が初職において正規雇用であった。従って、Kondo(2007)と同様に、これらを「その他」に分類

して分析を行う。 
13 教育年数に中卒:9、高卒:12、短大・高専:14、大卒:16、大学院卒:19 年を代入する。 
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を用いるのは、日本において就職活動は卒業時の前年に行われるのが通常であるからであ

る。 

表 2 は基礎集計表である。今回の分析の対象は 40 歳未満である14。全サンプルの中で、

初職が正規であったものの割合は 73.2％である。これに比べて、現在正規雇用であるもの

の割合は 64.31％で、結婚後の女性の労働市場の定着度の低さを反映して低くなってい

る。 

 ここで注目に値するのが、初職がその後の雇用形態に強い影響を及ぼすことである。初

職が正規雇用である者が現在も正規雇用である確率は 69.94％と極めて高い。また、最終

学校による違いも際立っている。特に中卒で、初職が正規雇用以外であるものの割合が高

い。 

 

 

第二節 実証モデル 
以下では、Neumark(2002) 、Kondo (2007)に準拠し、内生性を考慮した上で、新卒時の

就業状態とその後の就業状態の関係を分析する。就業状態が二値変数で表される場合、以

下のような Probit Model を用いて推定を行う。 

  

ώ ρώᶻ ‌ὼ ‍ᶻὤȟ ‍ᶻὤ ‭ π・・・ σ  
 

ここで、 ώ  は個人 i  が新卒時以降の t  時点において常勤職に就いている場合に 1、

そうでない場合に 0 となる二値変数である。また、個人 i  の新卒時の就業状態を変数 x 

で表し、新卒時に常勤職に就いていた場合に 1、そうでなかった場合に 0 となる。Z はコ

ントロール変数で、Ȅ は標準正規分布に従う誤差項である。 

                                                      
14 若年者の定義は定まっていないが、通常 40 歳未満とみなされている。佐藤(2008)など、先行研究でも年齢を 40 歳

未満に限定し、分析を行っている。 
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‭  と ὼ  が独立であるなら Probit 推定値 ‌ は一致推定量を得る。しかし、‭ には個人の

能力・嗜好等、データからは直接観測出来ない特性が存在し、それが現在と初職の雇用形

態双方に影響を及ぼしている可能性がある。その場合、Cov ὼȟ‭ πの仮定が満たされ

ず、内生性の問題が生じる。そのような場合、Probit 推定値 ‌ は ώ  と ὼ の部分的な相

関しか測定できず、実際の値より過大に推定されているおそれがある。また、ὼ と ώ  の

因果関係も確保されない。 

そこで、内生性に対処するために ὼ に対して ὺ の操作変数を作成する必要がある。 ὺ 

の条件は、ὼ と相関するが、‭ とは独立であることである。マクロ経済状況を表す変数

は、初職に影響を及ぼすが、個人の特性とは無関係であると想定される。従って、先行研

究では、新卒時の都道府県別有効求人倍率や若年失業率が操作変数として用いられてきた

(Neumark 2002, Kondo 2007, Hamaaki et al. 2011) 。若年失業率は 1983 年までしか遡る

ことができず、地域も詳細に区分されていない15。従って、本論文では頑健性を確保する

ために、都道府県別のデータが存在し、1983 年以前も遡ることができる都道府県別有効求

人倍率を利用し、以下の式で表される Bivariate Probit Model を推定する。 

 

ώ ρώᶻ ‌ὼ ‍ᶻὤȟ ‍ᶻὤ ‭ π 

 ὼ ρὼᶻ ‎ὺ ὤȟ‏ ‘ π ・・・(4) 

 

ここで、ὤȟ , ὤ  は個人 i の t 時点における就業状態を説明する変数であり、このう

ち ὤ , は個人 i の学歴を表すダミー変数である。ὺ は，新卒時の就業状態( ὼ )を説明す

る操作変数である。 

また、二変量正規分布に従う誤差項  ‭ と ‘ の間には、Cov( ‭ȟ‘| ὤȟȟὤ , ὺ) = Ȑ が

仮定される。 

本論文では、新卒時の就業状態の操作変数として、最終学歴校卒業前年の都道府県別有

効求人倍率を用いた。卒業前年の値を用いた理由は、上述したように日本では学生が就職

活動を行うのは学校を卒業する前年である場合が多いためである 。 ὤȟ には、卒業からの

経過年数に加え、女性の離職の大きな要因となる結婚のダミー変数、未就学児童を表すダ

ミー変数が含まれる。また、マクロの経済状況をコントロールするため、各調査年に対応

するダミー変数を加える。内生性の問題が生じている場合、Ȑ は有意に 0 と異なることに

なり、Probit Model ではなく、Bivariate Probit Model を推定することが望ましくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
15 また、有効求人倍率を操作変数として用いる理由として、失業率は労働者の年齢構成や長期失業比率、倒産率など

の諸要因の影響を受けるため、有効求人倍率の方が労働市場の需給バランスの指標として望ましいということがあ

げられる(近藤 2008)。 
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第三節 初職効果の推定結果16 

第一項 初職効果が現在の雇用形態に与える影響 

(4) 式の推定結果が表3に示されている。まず、初職の影響は大きく、1%水準で有意で

あった。新卒時に正規雇用に就くことは、そうでない場合と比べると、その後、正規雇用

に就く確率を約40%高めることになる17。この値は同じくJGSSを用いたKondo(2007)とほ

ぼ一致している。また、Simple Probit とIV の点推定値は近似しており、Hausman 検定で

は (4) 式の全ての係数が (3) 式の係数と等しいという仮説が棄却できなかった。さらに、

Wald 検定でもὌ :Ȑ=0 という仮説が棄却できなかった。よって、初職が現在職に与えてい

る影響は内生性を伴わず、真の因果関係があるといえる。 

都道府県別有効求人倍率は1%水準で有意であった。ゆえに、初職が正規雇用であるかど

うかに関して、入職時の労働需給状況は意味のある影響を及ぼしているといえる。学歴に

おいては、高卒以下と比べて短大・高専卒以上であれば、現在において正規雇用である確

率が高いといえる。また、大卒以上では初職が正規である確率が高く、他の学歴と比べて

有利な状況にあるといえる。逆に、中卒のみが初職が正規雇用である確率を低めており、

中卒層は高卒層以上の学歴にある者よりもとりわけ不利な状況にあることが見出せる。学

校による職業斡旋を受けられない中退者も、初職・現職ともに正規雇用である確率が低い。 

また、卒業後経過年数が経つにつれて、現職が正規雇用である確率は低下している。こ

れは、労働市場から育児や結婚を理由に退出する傾向がある女性や転職が理由であると考

えられる。 

また、女性や6歳以下の子供をもっていると、現在正規雇用である確率を低めている。

さらに、結婚していると現在正規雇用である確率を高めている。しかし、結婚や6歳以下

の子供を持つことが現在職に及ぼす影響は男女で逆の方向に働くと推察される。これらの

要因は女性の労働市場からの退出を促すと考えられるためである。また、学歴の影響も男

女で違いがある可能性がある。従って、男女別にサンプルを分割し、さらなる分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
16 以後、分析の結果における<>内はレファレンスグループを示す。 
17 Bivariate Probit モデルは二式を同時推定しているため、初職効果の限界効果を算出できない。よって、ここでは二

段階最小二乗法を用いて限界効果を求めている。以降の推定も同様である。しかし、上述した検定により、内生性

は生じていなかった。そのため、この数値は参考程度とされたい。なお、Kondo(2007)では二段階最小二乗法と

Bivariate Probit モデルの限界効果は極めて近似することを指摘している。 
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5774 Probit IV

Simple Structual first 

probit form stage

1.172 1.324

[17.74]*** [8.70]***

0.036 0.344

[0.83] [7.59]***

-0.021 -0.021

[-4.94]*** [-4.91]***

-0.053 -0.036 -0.341

[-0.48] [-0.32] [-3.46]***

0.141 0.139 0.039

[2.65]*** [2.61]*** [0.76]

0.312 0.305 0.115

[5.86]*** [5.70]*** [2.47]**

-0.298 -0.296

[-2.53]** [-2.52]**

-1.096 -1.092 -0.035

[-25.25]*** [-24.80]*** [-0.86]

-0.255 -0.254

[-4.75]*** [-4.74]***

-0.097 -0.095

[-1.85]* [-1.83]*

0.421 0.382

[17.53]*** [21.52]***

Ȑ -0.091

[-1.05]

(Pseudo)R-squared 0.215

* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01
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第二項 初職効果が現在の雇用形態に与える影響：男女

別 

表3より、大卒であれば初職・現在職ともに正規雇用に就きやすく、女性であることや

小さな子供をもっていることは現在正規雇用である確率を引き下げていることがわかった。

つまり、初職の雇用形態の他に、現在正規雇用であることに影響を及ぼしている要因は、

性別や学歴である。また、小さな子供をもっていることはとくに女性の雇用形態に大きな

影響を与えると予想され、男女別での違いが想定される。従って、性別や学歴別に分析を

行い、より詳細に初職効果の影響を観察する。 

まず、それぞれ男女別に(4)式の推計を行った。結果は表4に示してある。 

まず、Hausman 検定では (4) 式の全ての係数が (3) 式の係数と等しいという仮説が棄

却できなかった。さらに、Wald 検定でもὌ :Ȑ=0 という仮説が棄却できなかった。よって

内生性は生じていないといえる。 

男性のみにおいても、男女をプールした推定と同様に、初職が大きな影響を及ぼしてい

る。しかし、限界効果は表3よりも小さくなっている。これは、男性の方が非正規雇用か

ら正規雇用への移行が容易であるため(相澤・山田 2008 ; 四方 2011)、男性のみの分析で

は限界効果が低下したと考えられる。また、学歴の影響をみると、大卒であることが初

職・現在ともに正規雇用である確率を高めている。さらに、中卒であることは初職におい

て正規雇用である確率を低めている。 

男性で結婚していることは、正規雇用である確率を高めており、表 3 よりも係数の値が

大きい。このことは酒井・樋口(2005)が指摘するように、男女で結婚が現在正規雇用に及

ぼす影響が逆に働くためであると考えられる。 

女性の場合でも、新卒時の就業形態はその後の就業に持続的な影響を与えている。初職

の限界効果は男性よりも大きい。しかし、結婚や出産・育児で常勤職への定着性が低い、

ため、初職が現在職に与える影響は弱まると考えられる。実際、酒井・樋口(2005)が指摘

するように、女性で結婚していることは、男性と比べて現在職に与える影響が逆となって

いる。つまり、女性で結婚していると現在正規雇用である確率が低い。また、小さな子供

を持つことも現在職において正規雇用である確率を低めている18。しかし、初職限界効果

は男性より女性で高くなっている。このことは、男性より女性で非正規雇用から正規雇用

への移行が困難であるため、初職が正規雇用であることは、その後の就業状態に大きい影

響を及ぼすと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
18 検定の結果、内生性を生じなかったため Probit モデルの限界効果を議論している。 
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第三項 初職効果が現在の雇用形態に与える影響：学歴

別 

男女中卒ではサンプルが限定されている。そのため、操作変数を用いたBivariate Probit

では結果が不安定となる。従って、(3)式のSimple Probit のみで推定を行った(表5)。また、

男女それぞれの学歴で、Hausman 検定では(4)式の全ての係数が(3)式の係数と等しいとい

う仮説が棄却できなかった。さらに、Wald 検定でもὌ :Ȑ=0 という仮説が棄却できなかっ

た。従って、(3)式で推定を行っても結果は有意に異なるとはいえない。 

まず、学歴が高くなるほど、初職の限界効果は低くなっている。これは、学歴が高いほ

ど非正規雇用から正規雇用に移行しやすいためであると考えられる(相澤・山田 2008 ; 四

方 2011)。また、高卒より中卒で限界効果が低い現象がみられる。このことは、Simple 

Probit でもなお、中卒のサンプルが極端に尐ないためと思われる。 

また、中卒で有効求人倍率の影響が残存し、卒業後経過年数も正に影響を及ぼしている。

これは、低学歴層ほど学卒時の労働需給状況が持続的に影響を及ぼすためである。女性で

正規雇用である確率をさらに低めていることを考慮すると、中卒女性はとりわけ不利な状

況に置かれているといえる。高卒と中卒を1つのカテゴリーにした、Genda et al . (2010) 

でも、賃金・雇用形態といった面で、とりわけ低学歴層において学卒時の労働需給状況が

持続することを確認している。短大以上の層では、卒業後経過年数が経つにつれて、初職

が現在職に及ぼす影響が和らいでいる。高学歴層では、卒業後経過年数の影響がすぐに消

失することを見出した、Genda et al . (2010)とも整合的である。 

中退していることは、短大以上でしか現在正規雇用である確率が低下していない。これ

は、高卒以下ではそもそも不利な状況におかれているからと推測される。 
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第四節 初職効果の持続性 
次に、新卒時に正規雇用に就かなかったことが、卒業以降の各年において正規雇用に就く確

率をどの程度低下させているか、つまり初職効果の持続期間を分析する。 

 初職と卒業後経過年数の交差項を作成し、それを(3)式に投入して分析を行った。なお、すべ

ての推定において、Hausman 検定では(4)式の全ての係数が(3)式の係数と等しいという仮説が

棄却できなかった。さらに、Wald 検定でもὌ :Ȑ=0 という仮説が棄却できなかった。よって、

(3)式で推定を行うことは妥当であるといえる。 

限界効果は, 各説明変数の平均値について求めたものである(表 6)｡まず、男女をプールさせ

た結果をみる。初職効果は 10 年近く残存し、現在職に持続的な影響を及ぼしていることがわ

かる。全体の傾向として卒業後経過年数が経過するにつれて、初職効果がだんだん減衰してい

る(図 6）。  

次に、男女別での卒業後経過年数の影響をみる。推定結果からは、男性のほうが女性よりも

初職効果の影響は小さいことと、持続効果もやや短いことが明らかである(図 7)。 

さらに、学歴別に分析を行った。男女毎での推定でもサンプルが尐なく統計的有意性が担保

されなかった。従って、学歴と性別共に分割する分析は行わなかった。また、学歴別で詳細に

分析を行うことも困難である。特に中卒はサンプルが限られている。そのため、大卒・院卒、

短大・高専卒、中卒・高卒とサンプルを 3 分割し、卒業後経過年数の影響を推定した。 

結果は学歴が上がるごとに初職限界効果が小さくなった (表 7)。大卒・院卒では、初職効果

はほとんどみられなかった。一方で、中卒・高卒では初職効果は初年度からはじまり、漸減し

ながら 10 年ほど持続し(図 8)、Genda et al . (2010) と同様な結果となっている。 
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図 6： 初職効果の推移(全サンプル) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7： 初職効果の推移(男女別) 
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図 8： 初職効果の推移(学歴別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2650 1024 1412

1 0.604 0.300 0.103

[3.87]*** [1.93]** [1.29]

2 0.622 0.272 0.321

[4.42]*** [1.72]* [2.61]***

3 0.324 0.387 0.176

[2.99]*** [2.89]*** [2.14]**

4 0.412 0.184 -0.073

[4.20]*** [1.53] [-1.03]

5 0.338 0.132 0.055

[3.47]*** [1.12] [0.74]

6 0.429 0.010 -0.024

[4.49]*** [0.09] [-0.37]

7 0.377 0.096 0.065

[3.89]*** [0.96] [0.88]

8 0.244 -0.043 -0.022

[3.26]*** [-0.41] [-0.34]

9 0.192 0.138 0.022

[2.75]*** [1.38] [0.33]

10 0.143 0.005 -0.074

[2.27]** [0.05] [-1.25]

11 0.103 -0.050 -0.022

[1.72]* [-0.61] [-0.39 ]

12 0.012 -0.154 0.003

[0.22] [-1.68 ]* [0.06]

Pseudo R-squared 0.198 0.165 0.211

* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01
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第五節 初職効果の推定結果：多項ロジット分

析 
第三節で初職効果の推定を行ったが、被説明変数である現在の雇用形態が正規雇用とそ

の他の 2 種類であった。しかし、その他のなかには非正規雇用だけでなく、失業や非就業

者などが含まれている。初職効果の影響が非正規雇用・無業で異なるならば、政策的対応

も違ったものになる。従って、より細かな影響を観察し、政策インプリケーションを得る

ために、多項ロジット分析を行う。 

被説明変数は、正規雇用・非正規雇用・自営業・無業である。無業は失業者19と非就業

者20である。その他の変数の定義は前述したものと同様である。 

以下では多項ロジットモデルの説明を行う。 

J 個のカテゴリーのなかからカテゴリー( J ) をベースラインカテゴリーとした場合に、j

番目の選択肢を選択する対数オッズ比は、 

 

ὰέὫ ὦ ὦ ὢ Ễ ὦ ὢ   ・・・(5) 

 
と表すことができる。(5)からは，J の値に従い、ベースラインカテゴリーと応答カテゴ

リーの全てのペアを表す、J－１個の式を得ることができる。J－１個の式を同時に推計す

ることによって、ὢ の特性をもつ個人がj 番目の選択肢を選ぶ確率は、 

 

ὖώ Ὦ
Ễ

В Ễ
  ・・・(6) 

 

と表すことができる。ここでの(5)、(6)のb は推定するパラメーター、X は説明変数であ

る。このような方法を用いることでὢの特性をもつ選択者が J 個の選択肢から１つを選ぶ

確率を、2値のロジットモデルを別々に推定するよりも，小さい標準誤差の下で推定でき

る。 

 以下では、上記の推計式で示された多項ロジットモデルを推定する。表8が現在正規雇

用グループを基準にした学歴別多項ロジット分析21の結果である。なお今回は無業リスク

を学歴・性別ごとにみることが目的であり、自営業は比較のために掲載した。 

まず、中卒においては初職が正規であっても、無業である確率を下げない22。その他の

学歴では無業リスクを引き下げていることを考慮すると、中卒層はとりわけ不利な状況に

あることが見出せる。また、現在非正規雇用者の中卒は10%有意ながら初職の景気の影響

を受けている。このことからも、中卒層が不利な状況にあることがわかる。 

 女性であることはいずれの学歴でも、現在非正規または無業である確率を有意に高めて

いる。結婚に関しては、高卒と短大・高専卒において現在非正規または無業である確率が

高まるという結果が出たが、これは注釈で示したように女性の影響が多きいと推測される。

大卒では有意な結果が得られなかった。 

                                                      
19 失業者は求職し、すぐに仕事に就くことができるが、現在無職の者である。 
20 非就業者は、現在求職しておらず、かつ無職のものである。 
21 四方(2011)にならい、多項ロジットモデルにおいて仮定される、異なった 2 つの選択肢の確立の比がその他の選択肢

の存在に影響されないという Independence of Irrelevant Alternative の仮定に対する Hausman 検定を行った。そ

の結果、「どの選択肢についてもほかの選択肢の存在により係数が異ならない」という帰無仮説は棄却されなかっ

た。したがって、ここで多項ロジットモデルを用いて分析することは、妥当であるといえる。 
22 短大・高専卒でも初職が正規であることが無業である確率を下げていない。しかし、中卒と短大・高専卒の無業で

は質が異なる。短大・高専卒は女性の割合が多く、結婚して非労働力化する割合が高い。学歴別に初職で家族形成

まで規定されることを考えると(Hashimoto and Kondo 2011)、中卒層の方がより困難な状況にあるといえる。 
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 サンプルを細分化した多項ロジット分析においても、大卒・院卒などの高学歴層とその

他の低学歴層に明確な結果の違いが見受けられた。加えて女性は無業リスクが男性に比べ

て高い。低学歴層・女性への政策介入・支援の必要性が確認できた。 

 

 

表8：学歴別多項ロジット分析 
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第五章 政策提言 

第一節 これまでの議論を踏まえて 
本章では、今まで論じてきた制度・理論の考察、および定量的分析を踏まえ、問題点を

解決する方策を検討する。 

第二章の前半において、学卒時の労働需給状況が長期的に影響する制度的背景を考察し

た。その結果、正規雇用の強い解雇規制と学校による就職斡旋メカニズムの 2 点がその要

因であることを論じた。 

第一に、正規雇用者の解雇規制が強いため、新卒時に正規雇用を逃した者は正社員に移

行しづらくなる。それは解雇権乱用法理により正規雇用者の雇用保護が強く、非正規雇用

者がバッファーとして位置づけられているためであった。 

第二に、学校が企業に就職斡旋を行っていることである。それゆえ、初職が非正規雇用

である既卒者は学校からの就職斡旋が受けられず、評価コストを負担することをためらう

企業は新卒を優先し既卒者を採用したがらない。この傾向は大卒に比べてより低学歴層で

ある中卒・高卒に顕著であることも論じた。また、歴史的に就職斡旋の依存度合が高い女

性では、既卒になるとより困難な状況に陥る。 

次に、入職時の労働需給状況が継続的に影響を及ぼす理論的メカニズムについて考察し

た。Genda et al . (2010) の理論モデルによっても、制度的背景でみたような就職斡旋シス

テムと解雇に伴うコストの高さが、労働市場の世代効果を生み出すことを示していた。ま

た、そのモデルをシグナリング理論や人的資本論と結びつけることで、低学歴層や女性に

世代効果の影響が強くなっていることを指摘した。 

第四章において、卒業時点の労働市場の状況が個人間の能力とは独立に影響しており、

初職で非正規雇用に就くことは現在正規の確率を大きく低めることを明らかにした。また

女性、とりわけ未就学児童をもつ女性、そして低学歴層において非正規から正規への移行

が進んでいないことを指摘した。さらに、卒業後の初職効果及び無業リスクは特に低学歴

層に大きな影響を与えていた。またその影響は男性よりも女性に強かった。 
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第二節 既存の政策とその問題点 
日本の若年者雇用政策は、2003 年に若者・自立支援プログラムが登場するまで、ほとん

ど存在しなかった(玄田 2011)。だが、非正規雇用者の増加を背景として、現在では日本に

おける若年者を対象とした職業訓練を主とした積極的労働市場政策23は、主に 3 つ存在す

る(OECD 2011)。 

第一に、ジョブ・カードである24。これは、ハローワークによる職業紹介を中心に、求

人者と求職者の情報共有を目的とする。第二に、若者トライアル雇用である25。若者の正

規雇用を促進するために、若者を採用した企業に助成金を出すプログラムである。第三に、

日本版デュアルシステムで、職業訓練と座学を組み合わせたものである2627。 

これらの政策は共通した問題が 3 点あげられる。第一に、参加企業が尐ない。第二に、

政策対象が定まっていない場合がある。第三に、政策対象が定まっていたとしても、大将

と実現可能な到達目標が乖離している28。 

参加企業が尐ないことには、認知不足に加えて、第二章で論じたような雇用者と求職者

の間での情報の非対称性が存在すると思われる。雇用助成金は企業が既卒者を採用するイ

ンセンティブを高めているが(JILPT 2011) 、日本においては積極的労働市場支出が相対的

に尐ない(OECD 2011)。また、プログラムの対象が定まっておらず、到達目標が正規雇用

のみということも問題である。分析で明らかになったように、学歴・性別・婚姻形態など

で移行の容易さは異なる。すべての層が即座に正規雇用を目指すことは困難であり、それ

ぞれの対象に合わせた政策や目標設定が求められる。 

また分析より学歴や性別に応じて、初職効果の影響や持続性及び無業リスクまで異なる

ことが明らかになった。加えて、職業能力向上の頻度や、それが移行に結びつく可能性も

学歴や性別で違った影響が存在する(石井他 2010)。一般的に若年層への積極的労働市場政

策の効果は弱い(Heckman et al , 1999) 。そして、若年者への積極的労働市場政策を効果の

あるものにするには、早い段階での介入とターゲットを絞り込んだ支援が有効である

(Quintini and Martin 2006) 。日本の積極的労働市場政策を検証した(OECD 2010)や、

OECD の若年雇用政策を概観した(神林・アン 2011)でも、段階別積極的労働市場政策を

行っている諸国に倣うべきという見解を示している。 

従って、日本でも諸国にならい、段階別積極的労働市場政策を行う必要がある。例えば

                                                      
23積極的労働市場政策には、ジョブカフェ・マザーズハローワーク・パートバンクなど職業紹介機関もある。職業紹介

の提言は簡潔にまとめ、ここでは主に職業訓練に絞った提言を行う。 
24 2008 年当初の目標は、ジョブ・プログラム修了者については 5 年間で 40 万人程度を目指すとされた。しかし、実

際の制度の普及状況は 2010 年 9 月末で、約 10 万 6 千人となっている。その問題点として、求職者・企業の両者に

対しての認知度の低さがあげられている(OECD 2011)。若年の長期非正規雇用者を正規として雇用すると支給され

る若年者等正規雇用化特別奨励金が企業参加のメリットとして機能している(JILPT  2011a)。ジョブ・カードには

企業が訓練生を雇用して実施する雇用型訓練と、職業訓練機関などに委託して実施する委託型訓練がある。委託型

の訓練では、参加者の多くが失業者である。このように段階別でプログラムが行われているが、到達目標が正規雇

用のみという点で後者にとって敷居が高い(OECD 2011)。 
25 2004 年から 2006 年の間に年間およそ 4 万人の若者がこのプログラムに参加し、参加者の 80％が正規雇用の職を得

ている(OECD 2010)。一定期間雇用することで、企業と労働者のミスマッチを防止する目的がある。問題点として

は、参加企業が尐ないことや、比較的高学歴の層が対象となっているため、低学歴の層は十分カバーされていない

ことがあげられている(OECD 2011)。 
26 このプログラムの対象者は、主に高卒資格をもつ非正規雇用者と失業者である。プログラム参加者の就職率は、

2004 年度 68.8%、2006 年度には 75.2%とかなり高い(OECD 2010)。問題点として、企業の積極性の欠如があげら

れている(JILPT 2005)。 
27今年 10 月 1 日から求職者支援制度が開始された。非正規雇用など失業手当が給付されない求職者が、月 10 万円の生

活費をもらいながら無料で職業訓練を受けられる制度である。開始まもなくであるため政策評価は割愛する。 
28積極的労働市場政策は、政策評価により問題点・改善策が提示されるべきである。しかし、日本では綿密な労働政策

評価はほとんど存在しない(川口 2008；黒澤 2005; 池永 2008, 等)。従って、詳細な検討は困難であるが、OECD

や JILPT の報告書などからできるだけの評価を行った。 
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OECD 諸国では、イギリス(卯月 2011)29・オランダ(久保 2011)30・韓国(OECD 2007) 31な

どが段階別積極的労働市場政策を行っている。 

しかし、もちろん国によって労働市場の特色は異なる。そのため、段階別積極的労働市

場政策というビジョンは共有しつつ、日本の労働市場に見合った政策を考案することが肝

要である。 

 

 

第三節 政策提言の枠組み 
以上の点を踏まえた政策提言の枠組みとしては以下のようになる。政策の根幹としては

新卒時に正規雇用に就けなかったことが持続的に影響することのないような労働市場を設

計し、非正規から正規への移行の促進を図る必要である。しかし、日本においては、雇用

者と求職者の情報の非対称性や、非正規雇用と正規雇用の待遇格差が大きいことが、移行

を困難にしている。 

そこで、移行を促進するため、解雇規制の見直しと、教育機関と労働市場の連携を提案

する。また、正規と非正規の待遇格差を埋めるために中間職を作る必要がある。後で述べ

るように、中間職は解雇規制の見直しとも関係している。さらに、中間職は初職効果の影

響が強く、正規雇用への移行が困難な層の架け橋としても機能する。また、無業リスクを

背負う層に対しては、別途柔軟な政策を提言する。なお、高学歴層には、既存の政策の問

題点を改善したうえでの、拡充が求められる。それらをまとめた包括的な段階別積極的労

働市場政策を提言する。こうした全員参加型雇用社会が本稿の望む労働市場である。次か

らより具体的な政策提言を行う。 

  

                                                      
29 イギリスでは、ニューディール政策が実施されている。段階別に①ゲートウェイ、②半年の職業訓練機関、③フォ

ロースループログラムが行われている。詳しくは、卯月(2011)を参照されたい。 
30 オランダでは求職者雇用法と呼ばれる 4 段階に区分されるプログラムがある。久保(2011)に詳しい解説がある。 
31 韓国では通常の積極的労働市場政策の他に、低学歴層向けの Yes プログラム、無業支援の New Start プロジェクト

がある。それぞれのプログラムの中でも段階別支援が行われている。OECD(2007)が韓国における若年雇用政策の詳

細なレビューを行っている。 
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第四節 具体的な政策提言 

第一項 移行支援を促進するための解雇規制緩和と教育・労働市場

の連携 

上で述べたように、非正規雇用から正規雇用に移行するためには、正社員に与えられた

強すぎる解雇規制を緩和し、卒業後も教育・労働市場との連携を図る必要がある。 

まず、解雇規制を緩和する政策について述べる。 

 

｢現行の有期契約の多くが『契約期間に定めのない雇用契約32』に移行するための多様な

正社員の導入 

 

ここでの新たな正社員モデルは、その勤務地や職種等に対する合理的な限定が付されて

いる場合において、その勤務地や職種等での仕事の継続ができなくなった場合は解雇でき

るというものである。細かくは以下の三つの提言がある。 

 

①企業の就業規則において、勤務地限定社員、職種限定社員などの契約類型を明確に

定める。これらの社員の解雇事由には、一般の正規雇用者とは異なり、限定された

勤務地や職種等の仕事が消失した場合を解雇事由に加える。 

②その契約類型に基づく採用であることを労働契約条件として書面に交わす。 

③解雇の手続きとして、労働者側と十分な協議を行う。 

 

雇用政策研究会(2010)も、多様な正社員を導入することで、｢現行の有期契約の多くが

『契約期間に定めのない雇用契約』に移行することで、労働者にとっては従来の細切れの

雇用を防止できるという利点があり、また、非正規労働者は正規雇用へのステップアップ

する手段にもなり得るものである｣としている。 

次に、教育機関と労働市場の情報共有を行うため、卒業後の学校と労働市場との連携が

必要である33。具体的には以下の 2 つを提言する。 

 

若年者支援のために、教育機関からハローワークへの情報通知義務 

教育機関や訓練機関に対して、若年者が当該機関を離れた場合、できるだけ早く支援策

がとられるようにハローワークに通知することを義務付ける。この情報は保存され、職業

紹介などで利用され、若年層が取り残されないよう配慮する仕組を設計する。 

 

 

教育機関が参加するプログラムと職業能力形成プログラムの連携 

また、ジョブ・カード自体の制度を尐し応用することで、教育機関と労働市場の情報共

有を図ることも可能である。ジョブ・カードは求人者と求職者という労働市場の中での情

報共有が図られているが、教育機関と労働市場との情報共有をどう進めるかが課題となっ

てくる。そこで、教育機関が参加するプログラムと職業能力形成プログラムを繋ぎ合わせ

ることで、教育機関と使用者のやり取りが可能になる。 

 

 

                                                      
32 「特約のついた期間の定めのない労働契約」について、特約に基づく解雇は、労働契約法 16 条(特に整理解雇の

4 要素)の適用において、権利乱用にあたらないと法解釈すべきである。 
33 2009 年にイギリスで導入された Connexions を中心とした、教育機関と労働市場との情報共有も同様の趣旨の狙

いをもっている(神林・アン 2011)。 
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第二項 日本版段階別雇用政策34 
以下が、本稿が提言する日本型段階雇用政策の具体例である。 

 

① 職業訓練の第一段階 

職業訓練の第一段階においては、支援の必要があまりなく最も就労に近い、大卒男性が

主な対象となる。分析において、大卒男性は初職効果の影響が最も尐ないことが明らかに

なった。また、大卒層は意欲や能力も相対的に高い。石井他(2010)によると、高学歴層は、

職業能力の向上に励む頻度が多く、そのことが正規雇用への移行にも結びついている。さ

らに、上述したように、既存の若年労働政策においても、高学歴層に対して成果を上げて

いる(OECD 2010)。ゆえに第一段階においては、労働者と雇用主の情報の非対称性を解消

する方策が有効である。従って、既存のトライアル雇用やジョブカードといったプログラ

ムの問題点を修正しながら、継続・拡充していくことが求められる。 

問題点は 2 点ある。第一に、普及が進んでいないということである。よって、中学や高

校といった段階で普及を促すという方策が考えられる。第二に、労働市場訓練への支出が

尐ないことである35。そのため、労働市場訓練への公的支出を拡大し、雇用助成金やプロ

グラムの拡大に充てることが必要である。 

 

 

② 職業訓練の第二段階 

第二段階では、正規雇用と非正規雇用の間に中間職を作り出し、その中間職に就労でき

るような訓練を行う。中間職には 2 つのメリットがある36。第一に、すぐに正規雇用の職

に就くには難しい若者に架け橋を提供することである。初職効果の持続性が強い高卒層が

主な対象となる。第二に、正規雇用の保護をやや弱め、非正規雇用の時間的融通を伴う中

間職を作り出すことで、女性にとって結婚や育児休暇といった場面からの復帰が容易にな

ることである37。以下では、中間職について説明した後、2 つのメリットについて論じる。 

日本の労働市場は、二重労働市場と呼ばれるほど、正規雇用と非正規雇用の壁が厚い。

そのため、一部の若者を除いては非正規雇用から正規雇用への移行が困難となり、女性が

結婚や育児休暇といった場面から復帰することも難しい。従って、正規雇用と非正規雇用

の間に架け橋を作ることで、大多数の若者が移行しやすく、女性にとっては復帰しやすい

労働市場を設計することが求められる。 

中間職を創出する試みはキャリアラダーと正規雇用者の契約を限定する 2 種類に大別さ

れる。 

まず、キャリアラダーについて説明する。Fitzgerald (2008 )によると、キャリアラダー

とは、中間職とそこに至る職を創出することを目的としている。もちろん、全ての業種に

中間職を作り出せるわけではない。中間職に合理性がある業種でのみ、キャリアラダー戦

                                                      
34 段階別プログラムには費用がかかるため、もちろん積極的労働市場政策の支出を拡大することも必要である。 

35 トライアル雇用に関しても、2007 年の雇用・能力開発機構の訓練に 16 万人の失業者が参加し、雇入れ助成金とト

ライアル雇用に 13 万 5000 人の参加者がいた。この年には労働力のわずか 0.24%しか公的に助成された労働市場訓

練に参加しておらず、0.20%しか雇用インセンティブプログラムに参加していないということを意味する。OECD

平均では、労働力の 2.7%が労働市場訓練に参加し、1.4%が雇用インセンティブプログラムに参加しており、それぞ

れ 11 倍から 7 倍、日本より高くなっている。 
36 もちろん、前述したような解雇規制に関するメリットもある。 

37 女性就労においても問題がある。就労意思はあるが、現在就労していない女性は多い。就業構造基本調査による

と、12 歳未満の子どもを持つ女性 70 万人が仕事を探しており、さらに 180 万人が仕事に就きたいと思いながら調

査時点では求職していなかった。2006 年、政府は 2015 年までに女性労働力を 25 万人増やすように一連の施策を打

ち出した。この構想には子供を持つ女性に対する就職相談とマザーハローワーク（12 の大都市に導入）と呼ばれる

特別な職業安定所が含まれる。しかし、政策効果は著しくない。労働市場自体が、女性の正規雇用化を困難にして

いる。つまり、非正規雇用と正規雇用の壁が高い。従って、労働時間慣行を労働者の家庭生活と両立できるように

することも考慮しながら、職場をもっとファミリー・フレンドリーにするよう休業期間と所得支援の水準を高める

ことが重要である。 
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略をとることができる。ここでいう合理性とは、職務階級と生産性・賃金・教育訓練が連

動する中間職を創出することが、労働者だけでなく雇用者にとってもメリットがあること

である(Fitzgerald, 2008) 。そのような業種とは、介護・看護・保育職などの個人に対して

社会的なサービスを提供する職業である(駒村・菊池 2009 ; 駒村 2010)38。 

このような現在キャリアラダーの構築に適し、かつ日本で不足し、公的に支援すべき専

門的な仕事は、非正規労働者からの脱却を望む人に対して公的支援をする価値がある39。 

次に、正規雇用者の契約を限定した中間職にあたる形態を説明する。この雇用形態は、

契約を職務や地域に絞り、雇用期間に関しては無制限である中間職である。このような正

規雇用であるがフレキシブルな雇用形態は、ワークライフバランスを重視する非正規雇用

にも正規雇用になる動機づけを与える。また、久本（2003）が述べるように、このような

中間職は女性にも有益である。女性の多くは、結婚や出産と就業継続の二者択一の状況に

直面することが多かった。しかし、職務・地域契約といった中間職を作り出すことで、結

婚や育児休暇といった場面からの復帰が容易になる。 

 

 

③ 職業訓練の第三段階 

第三段階では、集中的な訓練でも雇用機会を見つけられない若者、主に中卒層が対象と

なる40。分析から示されたように、中卒層は景気変動を受けやすく、無業リスクが高かっ

た。また、学卒時に正規雇用以外の職に就くと、正規雇用への移行が困難であり、その影

響は長期的に及んだ。玄田(2007)でも、豊富なサンプリングから、中卒層において非就業

型無業が多いことを指摘している。 

正規雇用への移行が困難であり、かつ非就業希望である層へは、第一段階や第二段階と

は異なる支援が求められるだろう。このような景気改善によって一般就労が容易になるわ

けではない若者層は OECD 諸国でも問題となっており、その対応策として示されている

のが、一般就労でも福祉的就労でもない「中間的労働市場」を提供する「社会的企業」41

である(OECD 2010)。 

JILPT(2011) によれば、社会的企業のメリットは 4 点ある。第一に、居場所の提供であ

る。これまでは家の中に閉じこもっていた若者が他者とふれ合い、社会とのつながりを確

認するという居場所の提供という点が挙げられる。第二に、教育・訓練の実施である。自

分たちの事業体のなかに教育・訓練の機会を設けているところが多い。しかし、そうでな

くても何らかの形で教育・訓練の実施を行っているため、自身のキャリアの上昇につなが

ると考えられる。第三に、柔軟な就労機会の提供である。毎日訓練を行うということでは

なく、できるところから始めてもらい、本人のニーズに合わせた柔軟な就労の機会を提供

できる。第四に、一般就労への移行支援も行っているということである。今のところ量的

にそれほど大きいものではないと言えるが、しかし、認証制度を進めていけば、ある程度

量的に拡大してくると考えられる。 

                                                      
38 長期的には日本におけるさまざまな職で非正規雇用から正規雇用のラダーを作り出すことが望ましい。しかし、そ

れは日本の雇用システムを抜本的に変革することであり、時間がかかる。そこで、実現可能性を踏まえ、現在非正

規雇用者である若者のため早急にキャリアラダーを設置できる職を紹介する。 
39 もちろん、これらの仕事は低賃金かつ重労働である。従って、介護報酬、診療報酬、保育所予算の引き上げが前提

となる。そのための予算は国民で幅広く負担すべきである。 
40 近いプログラムとして、ニート支援としての地域若者サポートステーション、合宿型若者自立プログラムが存在す

る。しかし、到達目標が正規雇用であり、成功しているとはいえない。より柔軟な目標設定をもつ政策が求められ

る。 
41  社会的企業とは、公的セクターとも営利セクターとも異なるサードセクターに属し、行政からの補助金や市場から

の事業収入、寄付やボランティアなどの資源を混合した経済基盤を持つという特徴がある。具体的には①何らかの

社会問題の解決を組織の主たる目的としていること②課題解決のための手段としてビジネスの手法を用いること③

当事者である若者のニーズに寄り添って仕事を組み立てており、若者の参加を志向していること④若者への教育訓

練や就労機会の提供を目的として持っていることを指す(JILPT 2011b) 。 
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つまり、これらの活動内容は第一から第四に向かうにつれて、経済的自立への距離が縮

まっていく。長年ひきこもり生活を続けてきた人がまず他人と話をし、一緒に時間を過ご

せるようになり、働くために必要な基礎知識・社会性・自信を身につけ、周囲と協力しな

がら仕事ができるようになっていく。さらに一般企業での就労を望む人に対しては、その

ための具体的な支援が行われる。 

 

以上が、本稿が提言する段階別積極的労働市場政策である。この提言が全員参加型雇用

社会の実現に繋がり、若年労働市場の問題を解決する一助になることを願ってやまない。  
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